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アメリカ新任校長インダクションにおけるメンタリングの 
導入背景と構造的特質

A Study of the Introduction Background and Structural Characteristics 
for Mentoring in American Beginning Principal Induction

八尾坂　修
Osamu Yaosaka

要旨：本研究では、まずアメリカで新任校長にメンタリングが求められる背景を離職構造の視点から探っ
た。次にメンタリングの本来の機能はどのようなものであるかを、キャリア発達支援、心理・社会的支援の
2次元の各下位機能を相互の関係性から捉えることにした。さらに、効果的なメンタリングプログラムの構
造要件を念頭に置きつつ、新任校長メンタリングの効果をメンティ、メンター、学校組織の各視座から把握
した。
　離職の構造要因としては個人的特性、勤務校の特徴、勤務条件・給与、職務への情意面が考えられるが、
とりわけ情意面の職務満足は不動の要因である。

キーワード：新任校長メンタリング導入背景、メンタリング機能・効果、効果的プログラム要件

Abstract : This study first explores the reasons behind the need for mentoring among newly appointed school 

principals in the U.S. from the perspective of turnover structure. Next, the original function of mentoring is 

examined by assessing the interrelationship between the two sub-functions of career development support and 

psychosocial support. Furthermore, the effects of newly appointed school principal mentoring are examined 

from the perspectives of mentees, mentors, and school organization, while keeping the structural requirements 

of an effective mentoring program in mind. Although one’s personal attributes, the characteristics of the school 

of employment, one’s working conditions and salary, as well as emotional disposition toward one’ duties are 

considered structural factors that contribute to turnover, job satisfaction in terms of emotional disposition is the 

factor that most contributes to remaining in one’s position.

Keywords : Reasons for Introducing Mentoring to American Beginning Principals, Function and Effects of 

Mentoring, Requirements for Effective Program 

1．課題設定

　メンタリングは人材育成の一つの手法である。経験を積んだメンター（先輩）が経験の少ないメンティ（後
輩）のキャリア形成と心理・社会的側面に対して対話や助言によって主体的で自発的な成長を一定期間継続
して支援する関係性である。
　わが国では2012（平成24）年の中央教育審議会答申「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的
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な向上方策について」において、「複数の先輩教員が複数の初任者や経験の浅い教員と継続的、定期的に交
流し、信頼関係を築きながら、日常の活動を支援し、精神的、人間的な成長を支援することにより相互の人
材育成を図る「メンターチーム」と呼ばれる校内新人育成チームを構築している教育委員会もある。こうし
た取組は、初任者の育成だけでなく、校内組織の活性化にも有効である 1）」と提示していた。またその後の
2015（平成27）年の中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について―学
び合い、高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて」でも、「このメンター方式の研修については、若
手教員の育成のみならず、ミドルリーダーの育成の観点からも有効な取組である 2）」と推進していた。今日
初任者研修の弾力的実施方法の施策においてもメンターチーム方式における研修が期待されている状況にあ
る 3）。このように若手教員に対するメンタリングとしてのOJT（On the Job Training）が横浜市を先導とし
て全国的に導入されており、一定の成果も折出しつつある 4）。しかしわが国ではキャリア発達段階における
若手層をメンタリングの対象としており、特段新任の校長（管理職）にはなされていない。
　この点、アメリカでは新任教員のみならず、新任校長を対象としたメンタリングが1990年代以降本格的
に導入され、近年では22州以上で新任校長インダクション（導入研修）の中校としてフォーマルなメンタ
リングが多様な形態で定着している 5）。しかも連邦初等中等教育法改正として2015年「どの子どもも成功す
る法（Every Student Succeeds Act, ESSA）」のTitleⅡ , PartAでは新任校長のためのインダクションとメン
タリングを改善する州に財的支援を行うことを提示しており 6）、政策的支援も期待されている。ただし日本
ではアメリカの新任校長に対するメンタリングの研究は管見の限り皆無である。
　わが国でも研修履歴を活用した校長（管理職）との対話に基づく受講奨励が制度化（2023年4月1日施行）
されたことから、効果的コミュニケーションを導く上でもメンタリング・マネジメントはスクールリーダー
に期待されてくる。また新任校長の場合、指導的リーダーシップにおける自信の向上、職能開発に必要な知
識とスキルを修得する上でも、メンタリングの機会を任意的にも試みることは有効な方策と考えられる。
　このような課題意識のなかで、本研究では、まずアメリカで新任校長にメンタリングが求められる背景を
離職構造の視点から探る。次にメンタリングの本来の機能はどのようなものであるかを、キャリア発達支援、
心理・社会的支援の2次元の各下位機能を相互の関係性から捉えることにする。さらに、効果的なメンタリ
ングプログラムの構造要件を「メンター・メンティのマッチング」、「メンタリングについての事前マインド
セット（心得）」、「プログラムデザイン（内容・方法）」、「プログラムの評価」の4つの観点から具体的に検
討する。最後に新任校長メンタリングの効果をメンター、メンティ、学校組織の各視座から把握するととも
に、残された研究課題を取り上げることにする。

2．校長離職の構造要因

　スクールリーダーズネットワーク（School Leaders Network 2014）の調査によると、毎年校長の約25%が
辞職し、新任校長の半数は3年目までに現在の職を去るという報告をしており、校長の職能成長のために1

対1のメンタリングと意図的なネットワークのもと同僚校長の学びの機会の促進を提示していた 7）。
　この点、アレネジー（Alenezi, Abulaziz S. 2020）が行った全米11万4,300人の公立学校長のうち、約7,500

人を対象に行った調査において、校長の離職には低リスクと高リスクの要因があることを指摘する。特にハ
イリスクの要因として、一般化にはできないとしても、次の8要因が統計的に有意差があった。①校長志願
者のプログラムに参加していないこと、②すでに博士号を取得していること、③白人校長よりもマイノリティ
校長、④高年齢、⑤勤務校へのアクセス不便性、⑥学校セキュリティあるいはポリスの日常化（学校安全性
に問題がある学校）、⑦超過勤務時間、⑧ジェンダー（女性校長の方が定着率が高い）8）。
　また、テクレセラシー（Telkeselassie, Abebayehu A.）とビラレアル（Villarreal, PedroⅢ, 2011）は、校
長キャリアの辞職（新たなキャリアを含む。Departure）と他校への異動（Mobility）について図1に示すよ



─ 35 ─

教師教育リサーチセンター年報　第12号

うに4つの主要な理由を明示しているのが特徴である 9）。①個人的属性、②学校の特徴、③勤務条件、およ
び④職務の情意面。以下関連先行研究を踏まえて具体的に検討してみる。

（1）個人的属性要因
　通常一般教員の場合、豊富な経験年数と博士号のような高学位の取得は離職の強い要因であることが示さ
れている 10）。ただし対照的にゲーツ（Gates, S, 2006）らは、イリノイ州とノースカロライナ州の10年以上
の継続的な校長調査において高度の学位取得と離職に有意な差は見られないとしている。ジェンダーの視点
では、女性校長の場合、長期の授業経験ののち校長職に就く場合が多いが、年齢要因を除けば男性・女性校
長間の離職の影響に差異はないとしている。さらに人種別の影響からみると、一方でマイノリティ校長は雇
用継続しようとする傾向があるものの、ヒスパニック校長の場合、校長職を辞することには相関はないもの
の、現在の学校を変えようとする傾向が示されている。他方で黒人校長間では他のヒスパニック系、白人校
長に比較し、離職（辞職、異動）する傾向は非常に低いことを明らかにしている 11）。

（2）学校環境要因
　ところで村落地区の校長は学校を変わる可能性は郊外や都市部の校長よりも高いことが示されている。そ
の理由は複合的であるが、地理的・社会的に孤立した環境、職能成長機会の欠如といった環境要因を無視で
きない 12）。しかしパパとバックスター（Papa, Frand and Baxter, Iris A . 2005）のニューヨーク州を対象とし
た研究では、都市部の学区でも十分に資格のある志願者を魅惑し、雇用継続させる財的・物的リソースに欠
けるため、資格が十分でない校長（例えば、非競争的な機関での学士号取得）を雇用しているが、十分に資
格のある校長よりも学校を異動する傾向がある 13）ことを指摘した。
　また看過し得ないことは人種的同質性である。マイノリティ校長の人種的・民族的特性が生徒集団の大半
と合致する場合に、学校を異動する可能性はマジョリティ校長よりも低くなることが示されている 14）。
　次に学校規模要因においては一致した見解はないが、むしろ規模にかかわらず、学校内部がポジティブな

図1　校長職離職への概念構造
出典： Tekleselassie, A.A. and VillarrealⅢ , P.(2011), “Career Mobility and Departure Intentions among School Principals in 

the United States : Incentives and Disintentives, Leadership and Policy in Schools”, Vol.10, p.260に基づき筆者が作成。
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文化を有するかどうかが問題であり、大規模校でも定着度を高めていること察し得る。
　学校段階に目を向けると、ミドルスクールやハイスクールの校長は小学校長よりもポジションを変えよう
とする傾向がある。例えば小学校長の場合、指導的リーダーシップに従事する機会や個人的レベルでチーム
ワークや協働性を形成する可能性がより長く、行政職としてのキャリアを築くインセンティブとして発揮さ
れると考えられている 15）。これに対し中等学校長間では、生徒の学力とアカウンタビリティが引き金となり、
孤立の風土をもたらし、現在の学校を変えるか、校長職というキャリアを辞するという結果をもたらすとさ
れる 16）。まさに校種によって他の要因風土との関わりで、キャリア変遷行動に影響を及ぼすわけである。

（3）勤務条件や給与
　学校勤務条件に関わって校長の離職に影響を及ぼす研究は少ないが、いくつかの主要な課題を3つの視点
から摘録できる。第1に過度のオーバーワークである。校長はマネジメント活動のトップに立って学校ビジョ
ンの設定、カリキュラム編成・実施において指導的役割の推進、教師のための職能成長機会の提供などといっ
た健全なリーダーシップの発揮が求められる。結果として週60時間から80時間職務に専念する状況にあり、
過労死ラインの域に近い。このような過重負担は役割の混乱を生起し、職務不満や職務バーンアウトを引き
起こしている 17）。
　第2に近年の教育改革、すなわち「落ちこぼれを作らないための初等中等教育法」（No Child Left Behind 

Act : NCLB法、2001年）に基づく基礎学力向上アカウンタビリティにみられるように、新たな課題に直面
していることである。校長は必ずしも成果に基づくアプローチを回避しているわけではないが、不適切な研
修機会とサポートのもと高い期待に応えなければならず、校長のモラールや熱意をそぐことになるのである。
また保護者、教員、教育委員会、地域団体といった学校パートナーとの意思決定や決定責任の校長への偏向
といったアンバランスによって校長キャリアにネガティブな影響を及ぼしかねないのである 18）。
　第3に、給与に関してである。給与は勤務時間や職務要求ほど離職に影響を及ぼさないとされる。通常ベ
テラン教員の方が校長よりも給与が高いこともある。特に女性教員が該当する。永年学級担任として勤務し、
給与表においてもすでに上位の号俸に位置づいたのちに、行政職キャリアを経験するのが典型であることか
ら、特段校長職を求めようとするインセンティブに欠けるとされる。ただニューヨーク市の例であるが、マ
イノリティ生徒の高い比率の学校、貧困度数の高い学校、無資格の教員比率の高い学校のような困難校の校
長への給与の増加は雇用維持にプラスの効果をもたらしたとされ 19）、処遇での効果も認容できる。

（4）職務への情意的側面
　校長のキャリア継続性において、情意的側面は財政的インセンティブや勤務環境要因よりもまさに重要な
要因であるとされる。特に職務満足の重要性は不動の要因とされる。
　クーリーとシェン（Cooley, V. and Shen, J. 1999）によれば、校長養成プログラムを有する29大学457人の
学生を対象とした意識調査で、対象者の大半は学校計画を改善したり、社会的貢献を果たし得ることのよう
な、個人的に職務満足感を得られることを校長職に参入する理由としていた 20）。またイアノン（Iannone, R. 

2001）によれば学校予算作成、カリキュラム・マネジメントなどについてスーパーバイザーによる管理・監
督よりも直接個人的なフィードバックがあること、校長としての自律性とアカウンタビリティが保持されて
いることといった総合的な要因が校長職を魅力的なものにすることを明らかにしている 21）。つまりメンタル
面でのモチベーションがやりがいのある職場環境となり、校長職の継続性につながるのである。
　以上の校長職離職に影響する4つのカテゴリーから校長の他校への異動に影響する要因は上記の様々な要
因が考えられる。また校長職キャリア変更に影響する要因である、職務への熱意、職務価値、職務満足といっ
た要因は、本来政策レベルでの介入によって対処しにくいものである。このことは校長職に対するキャリア
発達、心理・社会的サポートの機能を有するメンタリングの役割を看過し得ないことにも帰結する。
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3．メンタリング行動における各機能

　実際のメンタリングにおいてメンターはどのような行動をするかという視点からメンタリングの機能を捉
えることができる。メンタリング行動について系統的かつ子細に研究したのはキャシー・クラム（Kram, 

Kathy E. 1988）である。クラムは多くの経営組織におけるインタビュー調査を通してメンター・メンティ（プ
ロテージェ）の発達支援関係のプロセスを明らかにしている。これまで様々な次元でメンタリング行動が明
確化されているが、多かれ少なかれ、どの研究においてもクラムの2次元機能とそのもとでの下位機能が基
礎して存在し、支持されている 22）。新任校長や新任・若手教員に対するメンタリング機能としても妥当
し 23）、図2に示すようにメンタリング行動を2次元・9つの下位機能から分類することが可能である 24）。
　まず第1の機能が「キャリア発達支援機能」である。この機能はメンティのキャリア発達を促進・向上さ
せる側面を有する。このキャリア支援機能は以下の5つの下位機能によって配列される。
　第1の下位機能は「コーチング」である。コーチングは自発的行動を促進させるためのコミュニケーショ
ンのスキル、協働的人間関係を意味する。新任校長の職務上の目標を達成するための戦略や手法を伝え、気
づかせ、自己決定させる行動が挙げられる。一般にコーチングスキルは、傾聴、承認、（肯定）質問のスキ
ルが基本であるが 25）、課題に対して内省的思考を伴う具体的なフィードバックを与える必要がある。
　第2の下位機能は「スポンサーシップ」である。メンティである新任校長の良さを見つけキャリア発達を
支援する。異動や昇進の機会を作ることもあるが、望ましい必要な人とつながりを持たせたり、職務が上手
く渉るように関係者に働きかけることも意味する。
　第3の下位機能は「保護」である。校長経験豊富なメンターが自らの実績や経験に基づき、メンティの直
面する困難な状況に気づき、周囲からの不必要なリスクや批判から守る行動である。つまりメンターはメン
ティの防波堤の役割を担うのである。
　第4の下位機能は「推薦と可視性」である。例えば重要な場面でメンティの能力やポテンシャルを行政組
織のキーパーソンに知らしめる行動である。新任校長の職務上の成果を正しく報告する行動も内在する。
　第5の下位機能は「やりがいのある仕事の割り当て」である。この機能は効果的なメンター・メンティを
特徴づける。メンティにチャレンジ性のあるスタンダードに基づく課題を割り当て、技術的なトレーニング
と進行中の職務の進捗状況のフィードバックを行うことによって、新任校長の専門職としての能力を発揮さ

図2　メンタリング行動における各機能
出典： Kram, K. E. （1988）, Mentoring at Work : Developmental Relationships in Organizational Life, pp.22-46.を参考に筆

者が作成。
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せ、達成感を経験させることが可能となる。
　次にメンタリング行動の第2の機能が「心理・社会的支援機能」である。この心理・社会的支援機能はメ
ンティに対して自己のコンピテンス、アイデンティティー、組織における役割の有効性を向上させる働きを
する。この機能は次の4つの下位機能によって構成される。
　第1の下位機能は「役割モデル」である。メンターの態度、価値観、言動はメンティの見習うモデルとな
り得る。メンティがメンターの中に理想的な自己の一部を見出す程度に応じて、メンターは尊敬、賞賛、同
一視、模倣の対象として機能する。メンティは役割モデルとしてのメンターに内在するアプローチの仕方や
価値を意識的あるいは無意識的に修得するというプロセスにおいて弁別アプローチを認識しているのであ
る 26）。ただし役割モデルの根底にある同一視や転移感情は異性問題、特に女性側から見た場合、アンビバレ
ントな感情もある。つまり新任女性校長であるメンティは、校長経験、同様の生活経験に遭遇した女性のメ
ンターを求めることがあるかも知れない。
　第2の下位機能は「カウンセリング」である。メンティが不安や懸念、アンビバレンスについてオープン
に語る場や機会を提供し、課題対応を援助する働きを意味する。校長経験豊富なメンターが新任校長の自己
探索のための相談役となり、異なる視点から個人的な経験を示し、積極的な傾聴とフィードバックによって
内面解決に対処する行動が含まれる。
　第3の下位機能は「受容と承認」である。メンティを一個人として尊重し、メンティの取り組もうとして
いることに関心を示し、肯定的に認めることである。この受容と承認を提供する関係には基本的な信頼感が
土台にある。この信頼感ゆえに新任校長の職務遂行上の落度は否定的な結果にならず、課題を明確にして次
へと導くことにつながる。
　第4の下位機能は「友好」である。メンター・メンティ双方の理解のもと職務に関しても職務以外の日常
生活においてもメンティを理解し、社会的相互作用を深める働きを意味する。有効機能をもつ社会的相互作
用は教師、親、よき同僚の要素を併せ持ち、新任校長の自立を促すことにもなる。
　以上、メンタリング行動の各役割を捉えたが、両者の機能は完全に区別できるわけではなく、各下位機能
は共存している。つまりメンタリング機能は単独で発揮されるというよりも複数の機能が関連し合って発揮
されるのである。例えば新任校長の個人的な悩みについての話し合いを含んだ「カウンセリング」は学校組
織をどう効果的に運営していくかのコーチングにも関わる。この相互作用効果が、各機能の提供する関係性
の可能性と有効性を増幅させ、メンティである新任校長の組織適応に必要な知識や情報を提供し、組織社会
化（socialization）を促進させる意義 27）があるといえよう。

4．効果的なメンタリングプログラムの構造要件

　「人は意義ある他者との関係性を通じて発達する」という命題は、どの時代、どの環境においても真であ
ることは明確である。個人は自分を取り巻く他者との間に関係性の布置を形成しており、その関係性のなか
から、メンタリング機能であるキャリア発達的、心理・社会的支援を受け、また引き出している 28）。
　メンター・メンティ間のメンタリングを効果的に進めるための要件とはどのようなものであろうか。ウォ
レス財団が行った2007年当時の報告によれば、メンター・メンティ自身、メンタリング経験には大変満足
しているものの、新任校長メンタリング実施上の課題として次の点が指摘されていたのも事実である 29）。
　①メンタリングの目標が不明確である。②指導的リーダーシップについて焦点化されておらず、マネジメ
ントの役割に重きを置いている。③メンターに対する研修が不十分あるいは全くない。④新任校長が直面す
る多方面の職務課題に対して十分なメンタリングサポートを提供するための時間や期間が不十分である。⑤
メンタリングの有効性、あるいはメンタリングサポートの信頼できるケースを評価するため意義あるデータ
の不足。⑥上記①～⑤の欠陥を補完するための財源不足。
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　確かに2020年に新任校長のメンタリングに関わるこれまでのアメリカに焦点をあてた先行調査研究（1999

～ 2019年）を精査したハイエスとマフォーズ（Hayes, Sonya D. and Mahfouz, Jurlia Z. 2020）の研究からも
効果的なメンタリング関係の重要な要因として、ア .メンタリング関係の期間とメンタリングセッションの
時間、イ .メンターとメンティ双方の互恵的な関係性を指摘できる 30）。そこでメンタリングプログラム実施
上のプロセスから有効な構造要件を探ると次の4つのステージから捉えられる。
　第1ステージ：メンター選出とメンター・メンティのマッチング　第2ステージ：メンタリングについて
の事前オリエンテーション　第3ステージ：メンタリングプログラムの実施内容と方法　第4ステージ：メ
ンタリングプログラムの評価

（1）理想的なメンター選出とマッチング
　優秀で理想的となるメンターの特性については、校長メンタリングの研究者によっていくつかの視座から
の見解がある。ダレッシュ（Daresh, J.C. 2007）によれば、優秀なメンターとは学校組織に精通し、忍耐力、
他者を理解する能力があり、聞き上手でコミュニケーション能力に優れた経験豊富な校長（メンティ経験も
含む）とされる 31）。つまり優秀な校長メンターには特定の行動様式があり、それらの行動でその校長が良い
メンターになるかどうかを予測できるとする。優秀なメンターに求められる条件として、ア .強いリーダー
シップの資質能力を備えていること、イ .他者とうまくコミュニケーションがとれること、ウ .既成概念にと
らわれない思考能力を持っていること、エ .積極的にリスクを取ろうとする姿勢が挙げられる 32）。
　また視点を変えればメンタリング関係においてメンターは、単にアドバイスするのではなく、内省的質問
を投げかけて、メンティが熟考して問題を解決できるように支援するのである。ハイエス（Hayes, Sonya D. 

2020）は、校長メンターは行政の分野で尊敬され、信念をもって職能開発のプロセスに取り組み、新任の校
長と協力しながら、個人的および専門的なニーズと学校のニーズを中心とする学習を実践できるリーダー
（leader of learning）でなければならず、しかも自発的に役割を担う校長の中からメンターを選出すべきで
あるとする 33）。単に立場上の義務で務めている人より、意欲的なメンターの方が生産性が高いからである。
　以上の見解から新任校長のメンターとしての選出基準を端的に示せば、一つは、自己のキャリア発達に対
して自己効力感が高く、ポジティブな評価を受けていることである 34）。他者への関心や支援の動機づけとな
り、実際のメンタリング行動につながるからだと示唆できる。もう一つは、ジェンダー、人種に関係なく、
社会正義的な指導的リーダーシップを発揮できることも無視できない観点なのである 35）。
　次にメンターとメンティのマッチングに目を向けると、このマッチングは強力かつ効果的なメンタリング
関係を築く最大の要因であると考えられている。特にマッチングする際、職務上の目標、対人関係の相性、
学習ニーズなどの可変要因を考慮する必要がある 36）。ハイエス（Hayes, Sonya D. 2020）は学校種や地域の
コンテクストが類似しているメンターとマッチしたとき専門的な学習の効果が増大したというメンティの報
告を取り上げる 37）。それとともにメンターとメンティの双方がメンタリングのプロセスにコミットし、一定
の時間をかけてプロセスを自発的に発展させることが肝要となる 38）。
　なおメンタリングのマッチングはフォーマルとインフォーマルな場合がある。一般的には新任校長メンタ
リングは確立された公式のメンタリングプログラムで発生するが、上記のような個人の特性や学校コンテキ
ストを考慮すればメンタリング関係に良い結果をもたらす。これに対し、非公式なメンタリング関係は、メ
ンティが自己とつながりがあったり、信頼や尊敬の念を持つ信用できるアドバイザーや友人を探すことで、
より自然かつ有機的に発生することが多い。通常、共通の関心や個人的な特性に基づいて構築され、メンター
とメンティの間に良好なマッチングを生じる可能性が高いとされる。ただしインフォーマルなメンタリング
関係はデメリットの見解もある。アルスベリーやハックマン（Alsbury, T. L. and Hackman, D. G. 2006）の研
究によれば、新任の校長が効果的なリーダーになるためのサポートに必要な内容がメンタリングセッション
に網羅されていない可能性があること、メンタリング関係が職能開発よりも組織社会化に重点を置いたもの



─ 40 ─

　

になる可能性を指摘する 39）。

（2）事前オリエンテーションにおけるメンター・メンティのマインドセット
　第2ステージとして事前オリエンテーションが考えられる。①メンタリングの意義や目的を理解すること、
②効果的なメンタリングとするために基本的なスキルを修得すること、③メンタリングにおいて問題、例え
ばメンターとメンティの間に誤解や対立といった揺らぎが生じた場合に、対処方法を理解することが考えら
れる。この点、メンターに対しては、新任校長への支援と職能開発を重視するメンターになるにはどうすべ
きかを学ぶために専門トレーニングを受けることが求められている。
　新任教員、新任校長、新任教育長のインダクション（導入研修）の一環としてメンタリングを義務付けて
いるマサチューセッツ州を例にとると、すべてのメンターはトレーニングを受ける必要がある。子供にとっ
ての優秀な教員が必ずしも大人にとって優秀なコーチになるとは限らない。メンターは効果的なメンタリン
グのスキルのほか、特に新任校長がリーダーシップの専門職基準（新任教員対象の場合は授業、教育実践）
で成果を上げられるようにサポートする戦略のトレーニングを受けなければならないのが特徴である。そし
てこのトレーニングはすべてのメンターの間に同質レベルの高いトレーニングを享受できるように州内学区
単位で運営されるべきであるとする 40）。
　次にメンティとしての心得（mindset）に目を向けると、ザチャリー（Zachary, L. T. 2000）は、メンティ
がメンターとの関係性においてイニシアティブをとることの重要性を強調する。メンティが意図的にメン
ターを促すことで、メンターが上の立場でメンティが受動的な下の立場にあるという概念を払拭し、権限に
左右されない互恵的な双方向のメンタリング関係に捉え直すべきと提示する 41）。新任の校長は不安を感じ無
能だと思われることを恐れて援助を求めることを躊躇することも多いが、長期の互恵的な関係を発展させる
ためには、メンティが自らの学修ニーズを把握し、メンターとコミュニケーションをとる必要がある 42）。
　また大規模学区のメンター経験のある20人の現職・退職（過去3年以内）校長へのインタビュー調査の結
果から、ダレッシュ（Daresh, J. C. 2007）は新任校長は自己の拠り所を記憶し、その得手がメンタリングの
関係にどのような影響を及ぼすのかを理解する必要があるとする。新任校長がメンターの指導に依存しすぎ
て自己の長所やスキルに対する自信を失うと、職能成長が阻害されてしまうからと捉える 43）。メンタリング
関係においてメンターは新任校長が自信を持って問題を解決し、自己の長所を生かして指導できるように支
援することが、リーダーシップ発揮における新任校長の効率を高めることができる。効果的なメンタリング
関係とは停滞するものではなく、メンターとメンティがインターフェイス（接点）を持ち、共に高め合い成
長し、発展するダイナミックなプロセスなのである。
　このようにメンター・メンティ関係を停滞させないためにも、特にメンティが心得ておくべき視点がある。
シアービー（Searby, Linda J. 2014）は1年間新任校長のメンターとなりメンタリングトレーニングを受けた
9人のベテラン校長へのインタビュー調査を行った結果、図3に示すようにメンティの行動、態度、能力い
かんによってメンタリング関係のポジティブ・ネガティブな側面を構造化しているが 44）、注視すべき視点で
ある。この図3からメンティとしてのやる気（行動）、学習姿勢（態度）、目標志向（能力）の有無、つまり
自己の成長に対して精力的かつ前向きなパーソナリティを持つ人ほどメンティとしてメンタリングに関わる
傾向がある 45）。またこのメンティのマインドセットについてはメンティの内面的特性に応じたメンターの対
処トレーニングの機会でも活用でき、メンターにとっても有益である 46）。

（3）メンタリングプログラムのデザイン
　通常メンタリングは新任校長へのインダクションとの関わりで中核的位置を占めるが、年間スケジュール
のなかで、新任校長であるメンティのためのセミナー、テーマ別セッション、協働学習、模範校長の観察機
会などが実施される。
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　2000年代当初からすでに新任校長へのインダクションとしてメンタリングを実施しているアーカンソー
州の近年の例を取り上げると、新任校長は最初の3年の雇用期間インダクション・メンタリングを受けるこ
とが求められている 47）。また先述のマサチューセッツ州のように新任校長（新任教員・教育長も同様）に対
し、専門免許状（5年有効、更新可）取得のための1年間のインダクションプログラムにおいてメンターの
指導による50時間のメンタリングという時間設定がなされている州もある 48）。
　ところでこれまで新任校長（行政職）へのメンタリングの方法として専門職基準（professional  

standards）に基づくパフォーマンスのエビデンスへの支援が導入されている。NPBEA（全米教育行政政策
委員会）による2015年「教育リーダー専門職基準（Professional Standards for Educational Leaders : PSEL基
準）」を参考に新任校長は個別学習計画を作成することもある。この計画は、例えば表に示すPSEA基準10

図3　メンタリングに対するメンティのマインドセット構造
出典： Seably, L. J. (2014) “The Protégé Mentoring Mindset: A Flamework for Coonsideration” International Journal of Mentoring 

and Coaching in Education, Vol.3―3, pp.256―276.を参考に筆者が作成。



─ 42 ─

　

項目の有効性基準に沿ったルーブリックに基づくもので、メンティである新任校長のコンピテンシーを発揮
する視点でもある 49）。
　新任校長としては表で例示したパフォーマンス課題目標をメンター（メンターチーム）のキャリア発達支
援、心理・社会的支援のもと年間（7・8月から翌年7・8月の次年度）業務ロードマップの中で達成するこ
とが期待されているわけである 50）。実際新任校長であるメンティとメンターは、効果あるメンタリングを維
持するためのツールとして面談ワークシートなどを活用して、面談したい課題に関わって各回面談の気づき
をメンター・メンティ双方が記録する方法も有効であり、双方省察の機会も得られることになる。

（4）プログラムの有効性評価
　一般にインダクション・メンタリングプログラムは州内の学区レベルの創意工夫のもと実施されているが、
州当局は各学区に年次プログラムの評価報告書を学区のウェブサイトに掲載するとともに提出することを求

出典： National Policy Board for Educational Administration (2015), Professional Standards for Educational Leaders 2015, 27pp.を

参考に筆者が作成。

表　新任校長のスタンダードに基づくパフォーマンス目標（例）
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めている。そして次期以降の展開に向けてのプランニングへの検討に連動させる。この点、プログラムが有
効であるための評価観点は、ア .メンター・メンティの適切なマッチング、イ .メンター・メンティのメンタ
リングにおける心得の習得、ウ .ニーズを踏まえたプログラム内容、エ .スタンダードに基づく目標計画、
オ .州・学区による条件整備サポート、カ .ネットワークづくりが考えられてくる。ただしバール（Barr, 

Kristele, 2015）はミズーリ州の全学区を対象にインダクションプログラムの状況を調査したが、ほとんどの
学区が構造化されていないことを明らかにしている。特に小規模学区では難点があり、学区コンソーシアム
によってインダクション・メンタリングプログラムを実施することを提示する 51）。

5．メンタリングの創出効果

　新任校長メンタリングはメンティ、メンター、学校組織の3側面に対しポジティブな効果をもたらすメリッ
トがある。その効果は多くの先行調査研究結果を踏まえると図4のようにまとめられる 52）。これらのメンタ
リング効果は各側面に対して独立してもたらされることよりはむしろ相互に関連し、有効性をもたらすと考
えられる。
　まず新任校長（メンティ）に対するメンタリングのメリットとしては、職業的社会化とネットワーキング、
指導的リーダーシップにおける自信の向上が挙げられる 53）。校長としての最初の1年は多難で孤独を感じた
り、孤立することも多く、校長の仕事の範囲を理解しているのは他の校長だけという考えもある 54）。それゆ
え、新任の校長が効果的な学校運営に必要なスキル、気質を身に付ける上でも支援的メンタリングが不可欠
となる 55）。
　2007年当時アメリカ各州の新任校長メンタリングシステムの研究を行った先述のウォレス財団は、メン
ティへの有益性を次の5つの観点から挙げているが、首肯できる。ア .導入期のガイダンスとサポート、イ .自
信の増加、ウ .目標を達成する上でのリスクへの立ち向かい、エ .メンター（ベテラン）と専門性向上の課題
を議論する機会、オ .ネットワークの促進 56）。

図4　メンタリングの波及効果

　次にメンタリングは新任の校長に極めて有益なサポートを提供するだけでなく、メンターにも数多くのメ
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リットを有する。メンターは同僚を支援することで仲間意識や個人的な省察、満足感などのメリットを得ら
れると報告している 57）。ハリスとクロッカー（Harris, S. and Crocker, C. 2003）はメンタリングがメンター
にもたらすメリットとして、アイデアを共有する機会、誰かの成長を職業に反映させるのを手伝う機会、自
分の実践を評価する機会、そしてメンティ（プロテジェ）から刺激を受ける機会を挙げる 58）。メンターはメ
ンタリング関係を通じて先輩校長として自己の実践が強化されたことを自覚し、継続的な職能開発の機会を
通してやりがいを感受するのである 59）。それゆえ、メンターは自己の知識を強化し、コミュニケーションス
キル、教授とコーチングスキルを改善するための機会を得るだけでなく、専門職としての価値観、信頼感の
高まりの効果も無視できない。
　さらにメンタリングはメンティ、メンターへのサクセスに重要なインパクトを与えるだけでなく、学校組
織にも有益性をもたらす。まず一つは、学校組織、学区の改善であり、特に重要なのは生徒のウェルビーイ
ングというサクセスである。ジョンズとラーウィン（Jones, M. K. and Larwin, K. H. 2015）は学校効果を高
める即効的な方法は校長を変えることを指摘する 60）。この含意は新任校長に効果的に導くための必要なツー
ルを与えることにより、学校、教職員、生徒のサクセスが増加するという考えである。校長、教員の定着率
の向上、校長としての生産性の増加につながるのである。
　もう一つは、校内で新任校長と教職員とのコミュニケーション・チャンネルが改善され、ポジティブな学
校文化が促進されることである。また離職率の低下に伴う人的コストの費用効果も無視できない 61）。

6．むすびと今後の研究課題

　メンタリング導入の背景には新任校長の離職、つまり契約中の現在の職から他校への異動、校長職のキャ
リア変更・辞任が問題視されていたことにある。離職の構造要因としては個人的特性、勤務校の特徴、勤務
条件・給与、職務への情意面が考えられるが、とりわけ情意面の職務満足は影響力のある要因である。メン
タリング機能は2次元9機能に分類できたが、各役割機能は単独で発揮されることよりも、複数の機能が関
連し合って発揮される。コーチングやカウンセリング、役割モデル、受容と承認といった各機能の相互作用
効果はメンティである新任校長の職能成長を促進することにもなる。
　効果的なメンタリングプログラムの構造要件を探ると、メンター選出とメンター・メンティのマッチング、
メンタリング事前オリエンテーション、プログラムの実施内容と方法、プログラム評価の4ステージから捉
えることができた。新任校長時にメンティ経験のあるメンターもメンタリング連鎖 62）として望まれてくる。
マッチングは職務上の目標、対人パーソナリティ、学習ニーズといった可変要因のほか、学校コンテクスト
といった要因を考慮する必要があるが、それとともにメンター・メンティ双方が自己と相手のタイプを知っ
て新たな接点を見つけ、メンタリングプロセスを自発的に発展させようとするアクティビティが基盤となる。
　プログラムデザインとの関わりで、専門職基準に基づくパフォーマンス目標達成に向けた職能開発とメン
タリング支援が密接な関係を有することであり、年間の業務ロードマップの中で位置づけられることになる。
プロセス評価観点として、州学区による条件整備サポート、ネットワークづくりも考慮すべき点である。
　メンタリングの波及力として、メンティのみならずメンター、学校組織への効果も明白な事実である。校
長、教員の定着率の向上のみならず、生徒の学習上の成功と幸福 63）に向けたサクセスへの効果とも連結し、
メンタリングはソーシャルキャピタルでもある。
　今後の研究課題としては、先駆的な州（例えばマサチューセッツ州、ケンタッキー州など）を対象に、新
任校長、新任教育長、さらには新任教員へのメンタリング構造要因の同質性、異質性を探ることにする。

付記
本稿は、JSPS科学研究費補助金基盤研究C課題番号（21K02247・個人研究）「米国の教育長、校長に対する
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インダクションとメンタリングの構造要因の特質に関する研究」の助成を受けて行ったものである。日本教
育経営学会第52回大会（2022年6月4日）において、本稿の内容（特に1章～ 3章、5章）を、また日本教
師教育学会第32回大会（2022年9月18日）において本稿の内容（特に4章）をそれぞれ踏まえて発表して
いる。
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